
◆ 収 支

歳入総額 歳出総額 形式収支
翌年度に繰り
越すべき財源 実質収支

1 2 　3 (1-2) 4 3-4

Ｈ２０

Ｈ１９

増減

 形式収支、翌年度に繰り越すべき財源、実質収支、実質単年度収支

※ 市民一人当たりに換算

歳入総額 歳出総額 形式収支
翌年度に繰り
越すべき財源 実質収支

実質単年度
収支

Ｈ２０

Ｈ１９

増減

※ 各年度の市民一人当たりの金額は、決算額を年度末現在の人口（住民基本台帳人口＋

外国人登録人口）で割った数値です。

実質単年度
収支

～ 実質収支は黒字を維持、ただし基金を取り崩し ～
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２ 決算の概要
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用語

形式収支
　　　歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支は、13億9千万円の黒字となりました。

実質収支
　　　形式収支から、翌年度に繰り越すべき財源 3億7千万円を差し引いた実質収支は、
　　10億2千万円の黒字となっています。

　　　　一般家庭の１ヶ月の家計に例えれば、翌月払いのクレジットの引き落とし
　　　予定分を除いた黒字(赤字)です。

実質単年度収支
　　　実質単年度収支 ＝ 実質収支 － 前年度実質収支 ＋ 財政調整基金への積み立て
　　　　　　　　　　　 ＋ 地方債の繰上償還 － 財政調整基金の取り崩し

　　　実質収支には、前年度以前の赤字や黒字の要素が含まれています。
　　また、年度間の財源過不足を調整する財政調整基金への積み立ては、将来の財源不足
　　に備えて積立を行うもので、その年度では支出となりますが、後年度に取り崩せば収
　　入となり、地方債の繰上償還は、償還を行う年度においては大きな支出となりますが、
　　後年度の地方債償還利息を削減することができるなど、長期的に支出を削減する効果
　　があります。

　　　これらの要素が無かったこととして算出した収支は、決算年度の本来の収入と支出
　　のみの収支であり、収支の実状を示します。
　　　平成20年度は 17億3千万円の赤字となっており、これは基金の取り崩しに
　　よって財政運営が成り立っていることを意味します。

　　　　一般家庭の１ヶ月の家計でいえば、定期貯金の積み立てや解約、ローンの
　　　繰上返済を収支から除いたもので、給料と生活費のバランスがわかります。
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● 決算収支の推移

◆ 平成20年度の決算収支

歳入総額 歳出総額 形式収支
翌年度に繰り
越すべき財源 実質収支

豊中市

吹田市

高槻市

茨木市

池田市

摂津市

箕面市

※ 市民一人当たりに換算

歳入総額 歳出総額 形式収支
翌年度に繰り
越すべき財源 実質収支

豊中市

吹田市

高槻市

茨木市

池田市

摂津市

箕面市

※ 市民一人当たりの金額は、決算額を年度末現在の人口（住民基本台帳人口＋外国人登録人口）

で割った数値です。
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  Ａ実質収支は黒字(＋)ですが、Ｂ財政調整基金を取り崩していることを考慮すると、
  実質的には赤字(▲)（Ｃ実質単年度収支）です。
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 市  税  市民税、固定資産税など自治体の根幹をなす収入

 その他  施設使用料や証明手数料、競艇事業収入など

 国･府支出金  特定の事業に対する補助金など国や府からのお金

 国税として徴収したものを、国が一定の基準に

 より市に譲与するお金

 地方消費税交付金など府が税として徴収したもの

 を、一定の基準により市に交付するお金や、国が

 市の減収を補てんするために交付するお金

 標準的な行政活動を維持するためなどの財源とし

 て国から交付されるお金

 施設整備を行うためなどに借り入れるお金

歳入の内訳　

歳 入

歳 入

～ 自主財源は、全体の７６％ ～

自主財源

依存財源

 地方譲与税

 各種交付金

 地方交付税

 地方債

◆ 自主財源
     土地開発社貸付金収入や財産売払収入の減などにより大幅な減となりました。
   歳入の根幹である市税収入(226億円)は、秋以降の世界同時不況に伴う急激な景
　 気後退の影響を受けて減少しました。これらに、本市の特徴的な歳入である競
   艇事業収入(5億円)や、使用料、手数料(9億円)等をあわせた自主財源は、歳入
　 全体の76％(前年度 78％)となりました。自主財源の割合が高いほど財政の
   自由度が高く、安定していると言われていますが、この中には基金の取り崩し
　 (29億円)も含まれていることから注意が必要です。

◆ 依存財源
　　 経済情勢に左右される配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金などが減少し
　 ましたが、学校施設整備や都市計画道路整備などの投資的事業の実施に伴い国
　 庫支出金(30億円)、地方債(21億円)が増えたことにより、依存財源総額は増加
   し、歳入全体の24％(前年度 22％)となりました。

依存財源
 24%

自主財源
 76%

その他
 6,585 17%

国・府支出金
4,789 12%

譲与税・交付
税・交付金
2,297 6%

地方債
 2,121 6%

市税
 22,566 59%

歳入総額
３８,３５８

単位：百万円

※ このグラフには、年度内に貸し付け・返済を行う土地開発公社への「単年度貸付」が４億６千万円含まれて
　　おり、 これを控除した実質的な市の歳入規模は約３７９億円です。

用語

用語
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◆ 歳入全般の推移

◆ 市税の推移

歳 入

～ 市税、各種交付金などが減少 ～

歳入全般の推移

　主要な歳入の推移は、下のグラフとおりです。

　投資的事業の実施に伴い国庫支出金で 2億円の増、市債で 5億円の増となりました。 一方

で、景気の後退などにより市税で 2億円の減、配当割交付金で 1億円の減、株式等譲渡

所得割交付金で 84百万円の減となり、その他のうち諸収入では土地開発公社貸付金収入(貸

付規模の縮小)の減などにより 14億円の減となりました。

歳入の推移
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市税

　本市の市税は、個人の高い担税力に支えられ、個人所得割分が多い一方で、市内に大規模事

業所がないことから、法人税割分が少ないといった特徴があります。ここ数年の本市及び類似

団体の推移は下のグラフのとおりです。類似団体との差が、年々縮まっています。
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420 422
402 398 384
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目的別経費の説明 性質別経費の説明

歳 出

～ 民生費が全体の３２％、義務的経費は全体の５１％ ～

借入金の元金の返済と、利払いを行う
経費です

歳出の内訳　

歳 出

全般的な管理事務、徴税や選挙などに
要する経費です

物 件 費

そ
の
他
経
費

繰 出 金

義
務
的
経
費

公 債 費

消 防 費

ごみの収集など、衛生的で健康な生活
を送るために使われる経費です

障害者や高齢者に対する福祉、子育て
支援などの経費です

民 生 費

土 木 費

教 育 費

総 務 費

衛 生 費

火災や救急救命活動などに使われる経
費です

扶 助 費

道路、公園の整備や管理するための経
費などです

学校や幼稚園の運営、社会教育など、
教育のための経費です

投資的経費

補 助 費 等

職員給与や退職金、議員や委員への報
酬などです

借入金の元金の返済と、利払いです

生活保護費や児童手当など、生活を援
助するための給付です

行政活動に必要な物品の購入や委託経
費などです

道路や施設など社会資本を整備するた
めの経費です

国民健康保険などの特別会計等に対し
て支出する経費です

病院などの企業会計への負担や各種団
体への補助金などの経費です

人 件 費

公 債 費

◆ 目的別経費
　障害者や高齢者に対する福祉や子育て支援などに関する「民生費」(119億円)が全体の
32％を占め、次いで学校・幼稚園の運営や社会教育などの教育に関する「教育費」(59億円､
16％)、全般的な管理事務、徴税や選挙などに関する「総務費」(47億円､13％)、ごみの収集
など衛生的で健康な生活を送るための「衛生費」(44億円､12％)、道路、公園などの整備や
管理するための「土木費」(43億円､12％)などとなりました。

◆ 性質別経費
　法やその性質上から支出が義務づけられていて削減するのが極めて難しい｢人件費｣､｢扶助
費｣､｢公債費｣の義務的経費と、これ以外の経費に大きく二分することができます。義務的経
費が少ないほど、市が任意で行う事業に財源をまわすことができますが、本年度は、縮減を

図り2億円減少したものの、義務的経費が歳出全体に占める割合は51％(前年度 50％)
に達しています。

歳出総額 36,967

その他
787  2%消防費

1,214
3%

公債費
3,851
10%

総務費
4,658
13%

教育費
5,857
16%

民生費
11,881
32%

土木費
4,270
12%

衛生費
4,449
12%

単位：百万円

※ このグラフには、年度内に貸し付け・返済を行う土地開発公社への「単年度貸付」が５億円含まれており、
　　これを控除した実質的な市の歳入規模は約３６５億円です。

目的別経費 性質別経費

繰出金
3,606
10%

物件費
6,029
16%

公債費
3,851
10%

補助費等
3,514
10%

人件費
10,190
28%

扶助費
4,657
13%

貸付金
526  1%

投資的
経費

3,485 9%

その他
1,109  3%

義務的
経費
18,698
51%

その他
経費
18,269
49%
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◆ 目的別経費の推移

◆ 性質別経費の推移

歳 出

～ 民生費が高い割合、義務的経費は横ばい ～

歳出全般の推移

市税

　主要な性質別経費の推移は、下のグラフのとおりです。前年度と比較すると、義務的経費は

扶助費で保育所入所費や障害者施設費、生活保護費等の増があったものの人件費の抑制や公債

費の減により義務的経費全体としては 2億円減少し、投資的経費は学校施設整備や都市計画道

路整備の実施により前年度より 8億円増加、その他経費は土地開発公社への単年度貸付の減な

どにより 15億円減少しました。

目的別経費の推移
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性質別経費の推移
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義務的
経費

投資的
経費

人件費

公債費

扶助費

488

410 409 387 383

370

その他
経費

物件費

補助費等

繰出金

その他

( 9 ) ( 7 )
( 10 ) ( 13 )

( 13 )
(うち退職手当)

　主要な目的別経費の推移は、下のグラフのとおりです。前年度と比較すると、民生費は介護
保険事業費への繰出金や保育所入所費(扶助費)の増などにより2億円増加し、教育費はとどろ
みの森学園整備や第一中学校改築費の増などにより13億円増加、
総務費は、住民情報システム再構築の終了や都市施設整備基金への積立の減などにより8億円
の減少、土木費は土地開発公社への単年度貸付の減や都市計画道路整備費の減などにより13億
円の減少などとなっています。

( 6 )
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